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1．はじめに
日本政府は観光を経済成長における重要分野ととらえ、2003 年に観光立国懇談会を立ち上
げ、ビジット・ジャパン事業を開始し、2006 年に観光立国推進基本法を成立させ、2008 年には
観光庁を設置した。2013 年より「観光立国実現に向けたアクションプログラム」を開始し、「明
日の日本を支える観光ビジョン」を策定するなど観光立国をめざしてきた（国土交通省観光庁 
2006）。
日本政府観光局JNTOの統計によると、2016年の訪日外国人数は2403万9千人となり、JNTO
が統計をとりはじめた 1964 年以来、最多の訪日者数となった。近年ビザの緩和や LCC の就航
により、特に東南アジアを中心とするイスラーム圏からの訪日外国人が急増している 1。2016
年における前年比については、全体の訪日者数は 121.8% であるが、ムスリム（イスラーム教
徒）の人口比率が高いインドネシアからは 205,083 人から 271,000 人で 132.1%、マレーシアは
305,447 人から 394,200 人へ 129.1% と高い比率を示している。JNTO が統計データを示してい
る 20 か国のうち、このインドネシアの伸び率は第 1 位、マレーシアの伸び率は第 3 位で、両国
とも全体平均よりも約 10% 高い比率を示している（日本政府観光局 2017）。
国際的なムスリム観光客誘致活動の拡大により、日本でもムスリム観光客の受入のための施
策が 2010 年以降積極的に展開されてきた（安田 2014: 49）。これを受けてムスリムの訪日に関
する調査がされるようになったが、訪日客の増加率が高いマレーシアとインドネシアなどの東
南アジアが対象となってきた（佐々波 2013; Nor Zafir and Roshazlizawati 2015 など）。しかし、
その人口の大半がムスリムであるアラブ・中東諸国については、訪日客数が比較的少ないため
か、これらの国々を対象とした調査はほとんど見られない。
一方、京都に関しては、アラブ・中東諸国をはじめとした国や地域からのムスリムの旅行者
に対し、活発な受入活動を実施してきた。また、日本を代表する観光都市のひとつであり、世
界で影響力をもつとされるアメリカの旅行雑誌 Travel + Leisure（トラベルアンドレジャー）
が行った読者投票において 2012 年以来、京都は毎年ワールドベストテン入りし、外国人にとっ
て人気の都市となっている（京都文化交流コンベンションビューロー 2017c）。
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そこで本論では、京都市における外国人ムスリム旅行者数の推移を調査し、行政・公的機関
と民間によるムスリム観光客への取組の特徴をあきらかにすることを目的とする。主な問いと
して次の 3 つをあげる。同旅行者数は増加しているのか、公的機関と観光産業従事者による連
携があるのか、京都の取組はムスリム観光客のニーズにどのように応えているのか、である。
調査は政府や京都市、公的団体によるウェブサイト掲載の公開資料の参照、公的機関と民間
業者へのインタビュー、必要に応じ担当者との電子メールによるやりとりによって実施し、関
連する研究文献を参照した。第 2 章でインドネシアとマレーシアにくわえアラブ・中東諸国を
対象に、2014 年から 2016 年の京都市に宿泊した外国人旅行者数の推移について、来日した外
国人旅行者の推移と比較しながら整理を行った。第 3 章では、ムスリム観光における問題と国
際的な動きを把握した。ムスリムが非イスラーム国である日本へ旅行する場合に直面すると思
われるのが、主に「礼拝」「飲食」「衣服」の 3 つの側面であることから、第 4 章ではムスリム
に課せられた礼拝、飲食、衣服に関する規定を確認した。第 5 章では京都市と公的団体による
外国人ムスリム旅行者の誘致・受入、第 6 章ではその代表的な取組の内容、そして第 7 章では
京都における外国人ムスリム観光客受入の取組の特徴をあきらかにした。
2．京都市における外国人訪問客数の推移
2.1　訪日旅行者数における推移
政府統計による訪日外国人数を用い、インドネシア、マレーシア、およびアラブ・中東諸国
からの訪日数について 2015 年前年比、そして 2016 年前年比を表 1 に示した。2014 年から 2016
年までの年毎の前年度比の平均は、インドネシアは 129.5%、マレーシアは 124.8％と高い割合
を表示している。中東諸国で2年間を平均してインドネシアを超えているのは、チャド（153.6%）
とスーダン（130.6%）である。マレーシアより高い割合を示しているのは、UAE（125.6%）、
バーレーン（124.5%）、イスラエル（124.8%）である。これらの国々はインドネシアとマレーシ
アよりも前年比上昇率が高い。120％を超えているのは、アルジェリア（120.7%）とソマリア
（123.1%）で、110％を超えているのは、イラン（110.1%）、クウェート（112.3%）、カタール
（114.5%）、トルコ（110.3%）、モーリタニア（114.5%）、モロッコ（116.5%）、チュニジア（118.6%）、
エジプト（110.2%）である。一方、割合の減少を示しているのはイエメン、リビアである 2。こ
れらの数値より、過去 2 年間のムスリムが多いとみなされる国からの訪日数は増加しているこ
とがわかる。
2.2　京都市における外国人宿泊客数
京都市における外国人宿泊者数を公益財団法人京都文化交流コンベンションビューロー 3 の
調査結果（2016b, 2017a）を用いて、2015 年前年比と 2016 年前年比を表 2 に表した。この調査
は京都市内の 27 ～ 33 ホテルを対象にしている。中東諸国では、イスラエル、カタール、UAE、
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サウジアラビア、トルコのみが国別でデータが示され、それ以外の国々は「その他」に入れら
れている。
2 年間の前年比を平均すると、インドネシアが 119.1%、マレーシアは 94.4% とマイナスになっ
ているのに対し、中東ではサウジアラビアが 146.2% と極めて高く、それについで UAE が
143.1%、トルコが 139.8%、カタールが 131.3% と伸びを見せている。中東総計では 2 年間平均
では 109.8% の伸びしか見られないが、産油国のサウジアラビア、UAE、カタールが高い上昇
表 1　訪日外国人数の推移
a. 2014 b. 2015 c. b / a
（%）
d. 2016 e. d / b
（%）
c と e の
平均（%）
東南
　アジア
インドネシア 164246 210412 128.1 275524 130.9 129.5
マレーシア 254232 309168 121.6 395443 127.9 124.8
中東 アフガニスタン 2785 3308 118.8 3154 95.3 107.1
UAE 3973 4950 124.6 6267 126.6 125.6
バーレーン 405 551 136.0 622 112.9 124.5
イラン 6538 7311 111.8 7992 109.3 110.6
イラク 994 1056 106.2 1036 98.1 102.2
イスラエル 19138 22209 116.0 29661 133.6 124.8
ヨルダン 1513 1543 102.0 1634 105.9 103.9
クウェート 1964 2368 120.6 2465 104.1 112.3
レバノン 1094 1295 118.4 1275 98.5 108.4
オマーン 752 696 92.6 812 116.7 104.6
カタール 1364 1693 124.1 1775 104.8 114.5
サウジアラビア 6403 6952 108.6 7558 108.7 108.6
シリア 668 741 110.9 808 109.0 110.0
トルコ 15932 18458 115.9 19342 104.8 110.3
イエメン 410 275 67.1 296 107.6 87.4
パレスチナ 262 333 127.1 378 113.5 120.3
アフリカ アルジェリア 667 968 145.1 931 96.2 120.7
チャド 33 41 124.2 75 182.9 153.6
リビア 263 163 62.0 156 95.7 78.8
モーリタニア 51 68 133.3 65 95.6 114.5
モロッコ 1489 1766 118.6 2020 114.4 116.5
ソマリア 26 26 100.0 38 146.2 123.1
スーダン 636 1339 210.5 678 50.6 130.6
チュニジア 1424 1938 136.1 1958 101.0 118.6
エジプト 4454 5062 113.7 5401 106.7 110.2
政府統計の総合窓口（e-Stat）、出入国管理統計（法務省司法法制部）、「国籍・地域別　入国外国人の年齢
及び男女別」（2014 年 , 2015 年 , 2016 年）を基に筆者が作成。
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率を達成していることは注目に値する。表 1 と照らし合わせると、マレーシアが訪日数では堅
調な伸びを見せているのに、京都市宿泊数では 2016 年には減少しているのがわかる。表 1 の訪
日数との差の理由は、推測の域をでないが、団体予約へのホテル側の提供数に限りがあること、
マレーシアよりの LCC（低コスト航空会社）便を使っての観光客増加により 4、個人旅行が増
え、ゲストハウスや小規模ホテルなど統計に反映されない宿泊客の存在、あるいは京都市以外
の関西圏（特に大阪）に宿泊し、日帰りで京都へ訪問する客の存在などにより、京都市へは来
ているにもかかわらず同ビューローの調査結果として上がってこなかったことが考えられる。
さらに京都市産業観光局による「京都観光総合調査」（2015: 28; 2016: 32; 2017: 34）の外国人
宿泊客数の 2015 年前年比と 2016 年前年比を表 3 に示した。この調査では京都市内の全宿泊施
設へ依頼するアンケートを基に数値を推計している。インドネシアとマレーシアは国別の数値
があるが、中東に関しては国別の数値はない。
調査対象となる宿泊施設数が表 2 より著しく多いと推計されるので、表 2 の結果とは異なる
が、表 2 と表 3 からムスリムが多いと思われるインドネシア、マレーシア、そして中東地域か
らの京都訪問客が増加していることは確実であろう。2015 年前年比と 2016 年前年比の平均を
見ると、中東地域は 162.3％という高い比率を示し、マレーシアはもちろん、インドネシアを
20％以上上回っている。訪日旅行者数と比較しても京都へのムスリム訪問者数は高い増加率を
表 2　京都市外国人宿泊者数の推移A
a. 2014 b. 2015 c. b / a
（%）
d. 2016 e. d / b
（%）
c と e の平
均（%）
東南
　アジア
インドネシア 6,575 8,378 127.4 9,971 110.7 119.1
マレーシア 8,698 9,350 107.5 7,511 81.2 94.4
中東 イスラエル 8,984 9,281 103.3 8,914 103 103.2
カタール 325 390 120 528 142.6 131.3
UAE 663 898 135.4 1,233 150.8 143.1
サウジアラビア 269 488 181.4 528 110.9 146.2
トルコ 820 1,490 181.7 1,502 97.9 139.8
その他 2,207 2,410 109.2 2,206 104.9 107.1
中東合計 13,266 14,956 112.7 14,902 106.8 109.8
京都文化交流コンベンションビューローの調査結果に基づき筆者が作成。2014年について2015年の調査結
果（2016b）を参照した。
表 3　京都市外国人宿泊客数の推移B
a. 2014 b. 2015 c. b / a
（%）
d. 2016 e. d / b
（%）
c と e の平均
（%）
インドネシア 16,090 28,611 177.8% 29,462 103.0% 140.4%
マレーシア 28,462 37,601 132.1% 33,363 88.7% 110.4%
中東 12,800 21,389 167.1% 33,702 157.6% 162.3%
京都観光総合調査結果に基づき筆者が作成。
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示していることが推測される。
このマレーシア・インドネシアおよびアラブ・中東地域からの京都市宿泊客の増加の原因の
一つと考えられるのが、京都市の行政・公的機関と民間による外国人ムスリム観光客の誘致・
受入のための取組であろう。この取組を精査する前に、ムスリムに関する観光における問題と
国際的な動きを把握しておきたい。
3．ムスリムに関する観光における国際的な動き
日本におけるムスリム観光客の増加は、国際観光市場におけるイスラミック・ツーリズムの
拡大に関連していると考えられる。イスラミック・ツーリズムとは 1990 年代に出現した用語で
ある。イスラームの教義やシャリーア（イスラーム法）に立脚したツーリズムで、近年、中東
や東南アジアをはじめとするイスラーム諸国で浸透し、拡大している。安田慎によると、現在
のイスラミック・ツーリズムは「オルタナティブ・ツーリズム」として捉えることができる（安
田 2013）。オルタナティブ・ツーリズムとは、マス・ツーリズムへの批判から、その弊害を克
服しようとして現れた動きである。マス・ツーリズムの問題点としては、先進国による途上国
の搾取、自然破壊、地域社会に文化風習の変容を求める点などがあげられる。オルタナティブ・
ツーリズムはこれらの問題を乗り越えて、ツーリズムを発展させるためのオルタナティブ、す
なわち代替となる方法を模索するものである（安田 2013: 53）。
イスラームとムスリムに関連した観光においては、マス・ツーリズムの隆盛により、イスラー
ムが市場経済の商品となってしまうこと（例：モスクや聖廟といった宗教施設が観光対象とな
ることで宗教目的よりも経済利潤が重視される）や西洋的価値観の優勢によるイスラーム的理
念の衰退（例：酒や豚肉などイスラームで禁止されている飲食物の提供、肌を露出した服装や
男女空間分離の不徹底）が問題視されてきた（安田 2013: 55）。このような状況のなかで、経済
発展を追求しながらも、イスラームの理念に基づいた形で、新しい形のツーリズムを探求して
いるのが現在の流れである。イスラミック・ツーリズムの定義を宗教目的に限らないあらゆる
目的を含んだムスリムを対象にした商品やマーケティングへと拡げている（Henderson 2003: 
448-449; 安田 2013: 57）。近年見られる、非イスラーム国である日本におけるムスリム観光客受
入の拡大は、この定義にあてはまると考えられる。
ムスリム観光客は、旅行中も宗教的な義務を果たしながら、観光地が提供する非日常を楽し
みたいと考えている。非イスラーム国を観光する際、その宗教的義務の遂行にあたり障壁となっ
てくるのが、礼拝、飲食、衣服を取り巻く環境であろう。このことから、イスラームに則った
「礼拝」「飲食」「衣服」に関する規定について述べ、それらに係る京都における取組の内容と特
徴をあきらかにする。
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4．イスラームにおける規範
ムスリムにとって、イスラームの聖典クルアーンと預言者ムハンマドの言行録ハディースに
基づくイスラーム法（シャリーア）を守ることが生活の基本となっている。シャリーアの原義
は「水場へいたる道」で、砂漠ではその道を知らなければ、死んでしまうことから、生きるた
めの道ともいえる。イスラーム法の規定は宗教儀礼だけでなく、婚姻、相続、利息の禁止、服
装、食物、葬儀といった人間の日常生活全般に及んでいる（青柳 2007: 134, 136）。イスラーム
法は儀礼的規範イバーダートとそのほかの法的規範ムアーマラートを含んでいる。このイバー
ダートにあたるのが信仰告白、礼拝、斎戒、喜捨、巡礼でムスリムの義務である信仰行為で 5
行と呼ばれる。この 5 行とあわせ 6 信がイスラーム信仰の根幹となっている。6 信とは、その
存在を信じることが課せられている信仰箇条で、唯一神、天使、啓典、使徒（預言者）、来世、
神の予定を指す。
シャリーアにおいて人間の行為はワージブ（義務）、マンドゥーブ（推奨）、ムバーフ・ハラー
ル（許容）、マクルーフ（忌避）、ハラーム（禁止）の 5 範疇にわかれる（森 2014: 1; 青柳 2007: 
135）。さらに、シャリーアにおける規定としてハラール、ハラーム、シュブフに分類される。ハ
ラールは合法、ハラームは非合法、シュブフはハラールかハラームか疑わしいもので、これは
通常ハラームに入れられる。ハラールかハラームかという問題は、酒や豚肉に代表される飲食
物に限らず、商売はハラールだが、利子はハラームというふうに、あらゆる行為事物にまで及
ぶ。
4.1　礼拝
礼拝（サラート）はワージブ（義務）行為であり、海外へ旅行しているムスリムにも義務付
けられている。1 日 5 回、マッカの方角（キブラ）に向かい定められた方法で行う。礼拝によっ
て神への服従と感謝の念を表す。5 回とは表 4 にあるように日没、夜、夜明け前、正午過ぎ、昼
下がりの時刻をさす。決められた時間に開始するのが原則であるが、やむを得ない用がある場
合には開始を遅らせてもよいとされている。
各礼拝は、まず身を浄め（ウドゥー）、礼拝の意図を表明し、キブラに対して低頭、平伏を定
表 4　1日 5回の礼拝時刻
礼拝開始時刻 礼拝終了時刻
マグリブ（日没） 日没時 イシャー開始時
イシャー（夜） 日没後の残照が完全に消えた時点 ファジュル開始時
ファジュル（夜明け前） 夜が白み始めた時 日の出
ズフル（正午過ぎ） 太陽が南中して西に傾き始めた時 アスル開始時
アスル（昼下がり） 物の影の長さが本体の長さと同じになった時 マグリブ開始時
山岸・飯塚 1998: 135 参照。
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められた方法で行う。イスラーム礼拝施設であるモスクだけでなく、不浄の場所（墓場、屠殺
場）以外の任意の場所で、個人で行うことができるが、金曜正午過ぎの成人男性の礼拝はモス
クにおいて集団で行うことが求められる。女性は金曜も自宅かモスク内の女性用礼拝所で行う。
4.2　飲食
ここでの飲食はムスリムが口にしてもよい飲食物、いわゆるハラール食品・飲料と関係があ
る。イスラームにおいて飲食の基本はハラール（許容）とされており、その一部にハラーム（禁
止）がある。植物に関しては不浄なもの、害になるもの、酩酊させるもの以外はすべてハラー
ルである。肉に関しては、豚肉以外の肉は食べることができるが、定められた方法で屠殺され
た肉しか食べられない。「神の御名によって、神は偉大なり（ビスミ・アッラーヒ、アッラー
フ・アクバル）」という言葉をとなえ、頸動脈を切って屠殺し、体内の血液を流して処理したも
のがハラールとなる。死肉はハラームである。魚介類について、一般に禁忌はないとされてい
る（青柳 2007: 222）。豚肉がハラームということは、ラードや豚肉を原料としたハム、ソーセー
ジ、コンソメも許されない。ケーキに使用するショートニングも豚肉が入っているものはハラー
ムである 5。
酒については、クルアーンでは禁止されているのは「ハムル」といい、酩酊作用があり、理
性を失わせるものを指す。どの飲料がハムルであるか、醸造酒なのか蒸留酒なのか、などにつ
いては、法学派によって違いがある 6。
商品がハラールであることを保証する「ハラール認証」制度がある。第三者機関による審査
を受け、基準を満たしていると証明しなければならない。この制度は 1960 年代にマレーシアで
始まったとされている。国際的な統一基準はなく、機関によって認証基準は若干異なる。基本
的なプロセスは、申請書類の提出、工場・製品の審査、認証機関での審議、認証取得・証明書
の発行である。ハラール認証の審査においては、原料、製造・整備、保管場所などが厳密に調
べられる（佐久間 2017: 2）。原料は原材料にハラール以外のものが含まれていないか、製造・
整備は製造ラインでハラール以外のものとの混入がないか、保管場所は原料や最終製品の保管
時に混入がないか等が対象とされる。
4.3　衣服
ここでいう衣服は主に女性教徒が公衆で肌をみせないことに関係しているが、男女隔離の問
題や性道徳にまで及ぶこともある。クルアーンにおいてはムスリムは男女とも貞節を守ること
が命じられており、そのためには肌の露出を避けなければならない。女性は男性を誘惑する存
在とみなされることもあるので、特に女性は服装に気をつけることが求められ、ヴェールで髪
や肌をおおう人が多い。このヴェールはアラビア語では一般にヒジャーブ、顔を隠すタイプの
ものはニカーブと呼ばれる。
ヒジャーブ着用がワージブ（義務）であるかどうかは諸説あり、それを着けるか否かは個人
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の自由とされている（山岸・飯塚 1998: 202）。しかし、義務と考えている人は主に次のクルアー
ン章句に根拠を求めている。
それから信者の女たちに言っておやり。慎み深く目を下げて、貞淑を守れ。外に現れるも
の以外は、彼女たちを飾る美しさを目立たせてはならない。胸には蔽いをかぶせなさい。
（クルアーン 24 章 31 節）
ここからわかるように、ヒジャーブや長衣の着用が義務とされているのは貞節を守るためで
ある。クルアーンには、この章句の後、女性は親族以外にその美しさを見せてはいけないと続
く。すなわち、女性が家庭の外へ出る時にヴェールを付けるのは、ヴェールが親族関係にない
男女を隔離するためのカーテンの役割を果たすからである。さらにムスリム女性はヴェールの
色、形、かぶり方を工夫し、衣服と合わせることによってファッションを楽しんでいる。宗教
規範に則りながら、おしゃれにも関心を寄せているのである（鷲見 2011: 176, 177）。
5．京都市と公的団体による外国人ムスリム旅行者の誘致・受入
本章では、京都市と公的団体が実施している主な外国人ムスリム旅行者の誘致・受入活動の
計画と内容をまとめる。
5.1　「未来・京都観光振興計画 2010 +5」
京都市は 2010 年から 2014 年にかけて「未来・京都観光振興計画 2010 +5」を実施した（京
都市 2014: 10）。そのなかで外国人ムスリム旅行者の誘致・受入を推進した。京都市によると、
その主な取組は、1. 市場の調査研究、2. ホームページ等による情報の発信、3. 勉強会および
フィールドワークの開催、4. ムスリムへのお土産に対する取組である。1 においては、ムスリ
ム市場の傾向やかれらの京都に対するイメージ、ムスリムの習慣等を調査した。2 においては、
ムスリム観光客向けウェブサイト「ムスリムフレンドリー京都」を英語、アラビア語、トルコ
語、マレーシア語で作成した。3 においては、京都市内の飲食店、宿泊施設、寺社等を対象と
する勉強会や、ムスリムへの対応が進んでいる飲食店訪問を行った。4 においては、京都の伝
統産業品などの活用に関して、市内事業者や空港・航空会社との協働によって開発・販売を計
画した。
5.2　中東・アラブ諸国からの旅行者向けの取組
「未来・京都観光振興計画 2010 +5」の一環として京都市は ILTM（International Luxury 
Travel Market）という富裕層向け旅行市場に関する旅行エージェント等のバイヤーと高級ホ
テル等のサプライヤーの旅行商談会の開催を計画し、2013 年 3 月には ILTM Japan を京都で開
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催した。この ILTM のなかにはアラブ産油国の富裕層も含まれている。また 2014 年 4 月には
京都市観光 MICE 推進室が京都市観光事務所をドバイに設置している（自治体国際化協会 
2014）。
さらに、京都市はアラブ首長国連邦のドバイで開催された Arabian Travel Market に過去に
4 回出展してきた。2017 年 4 月に 4 日間の日程で実施された Arabian Travel Market 2017 は、
2016 年に京都市が中心となり立ち上げた日本ラグジュアリートラベルアライアンスの参画自
治体である札幌市と連携し、初出展となった日本政府観光局（JNTO）ブースとの併設によっ
てドバイでプロモーションを展開した。この出展は中東富裕層の誘客強化をにらんだものであ
る。この展示会は 86 か国・地域より 2,800 の出展があり、来場者数は 26,000 人以上（2016 年
実績）とされている。2017 年で 24 回目となる、北アフリカや欧州のバイヤーなどが数多く参
加する中東最大級の旅行博覧会である（京都文化交流コンベンションビューロー 2017b）。
5.3　ムスリム旅行者向けウェブサイト「Muslim Friendly Kyoto」
2013 年 12 月に公益財団法人京都文化交流コンベンションビューローはムスリム旅行者向け
ウェブサイト「ムスリムフレンドリー京都」を英語、アラビア語、トルコ語、マレーシア語の
4 か国語で開設した。同ビューローによると、4 か国語では、開設時において国内自治体初のム
スリム向けホームページだという。「礼拝場所」「ハラールフード」「ムスリム向け宿泊施設」の
3 つの情報が記載されている。ハラールフードについては、同ビューローが窓口となり京都ハ
ラール協議会の認証・確認を行った店舗が紹介されている（京都文化交流コンベンションビュー
ロー 2013b）。
6．京都における礼拝、飲食、衣服についての外国人ムスリム受入の取組
ここでは外国人ムスリム観光客が旅行中に関心を抱く「礼拝」「飲食」「衣服」の主題に分類
し、4 章で確認したイスラームの規定を基本に、京都市で実施されている代表的な外国人ムス
リム受入の取組の内容と特徴をあきらかにする。
6.1　礼拝
京都市における礼拝所を設けている施設がウェブサイト「ムスリムフレンドリー京都」の
Free Spaces for Muslims to Perform Prayers において地図とともに紹介されており、現在 13
か所が示されている。その中の 1 つに京都タワー 3 階にある関西ツーリストインフォメーショ
ンセンター京都（同センターウェブサイト 2017 年参照）の礼拝室（祈祷室と呼ばれている 7）
（図 1）がある。そこでは、礼拝の方角であるキブラが天井に示されている（図 2）。この礼拝室
にはウドゥー（礼拝前に行う浄めのことで、手、口、鼻、顔、腕、髪の一部、足を清潔な水で
洗う）のための水場も設置されている。当センターによると、利用状況は以下のとおりで、需
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要の多さを実感しているということだ。利用者の多くはインドネシア人やマレーシア人である
が、昨今は UAE やエジプトなどからの訪日客にも利用されており、多い時は 1 日に 50 ～ 60
人が利用することもある。利用のきっかけは、SNS を含めた口コミによるものが大半である。
海外からの訪問客だけでなくビジネスや観光で京都を訪れる国内在住者である外国人も来室す
る。
このインフォメーションセンターは JTB 西日本が運営しており、カウンターでは観光に関す
図 1　関西ツーリストインフォメーションセンター京都の礼拝室内部 8
図 2　関西ツーリストインフォメーションセンター京都の礼拝室天井のキブラ
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る情報提供にくわえ、新幹線や航空
券の手配や宿泊施設の予約業務な
ども行っている。礼拝室の利用は無
料で、カウンターに申し込んで行う
9。旅行業者が直接の利益を追求せ
ず、ムスリムが旅行中も通常の宗教
的行為を遂行できるよう支援する
形となっている。
この礼拝室には京都の西陣織の
会社が製作した礼拝用マットが壁
に掛けられている（図 3）。ムスリム
は礼拝時に半畳ほどの大きさの
マットを使用するが、京都の伝統工
芸である西陣織を用いた礼拝用
マットでムスリムを迎え入れてい
る。モスクの装飾で用いられるアラ
ベスクを連想させる植物文様や日
本の四季を彩る花々をとりいれた
デザインを施しているという。この
礼拝用マットが掛かっているのはその場における使用目的よりも宣伝の意味が強いと思われる。
京都というホスト地域の伝統産業である西陣織を活かし利益をあげるという経済活動に組み込
みながら、ゲストであるムスリムにとって重要な行為である礼拝を支援しているといえる。
6.2　飲食
京都文化交流コンベンションビューローによる取組では、ハラールに関する飲食店を 4 つの
カテゴリーに分け、京都ハラール評議会（宗教法人京都ムスリム協会内）による認証・確認を
えた店舗を紹介している。各カテゴリーの内容は表 5 の通りである。「ムスリムフレンドリー」
図 3　礼拝室壁面に掛けてある西陣織礼拝用マット
表 5　京都ハラール評議会認証によるハラールに関する飲食店のカテゴリー
カテゴリー 内　　　容
ハラール すべての食べ物がハラール。メニューにはハラールのロゴあり。
ムスリムフレンドリー 一般客向けの通常のメニューと別に、ハラール食品だけを用いたハラールメ
ニューの提供あり。
ムスリムウェルカム 豚肉または豚肉関連の品の提供なし。アルコール系調味料などを含まない品の提
供あり。
ポークフリー 豚肉なし。その他の肉なし。
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店舗においては一般向けとハラールメニューでは調理プロセスも厳密に分けられており、「ポー
クフリー」店舗については、豚肉に限らず肉全般を提供しない店で、いわゆる「ベジタリアン」
用と考えてよい。現在ハラール店舗として 5 店を、ムスリムフレンドリー店舗として 11 店を掲
載している。このなかには、ムスリムにとって、一般的に豚肉を基に調理したものが多いラー
メンを牛肉や鶏肉で提供しハラール認証を得たラーメン店やムスリムフレンドリー認証を得た
京都料理店などがある。この店舗情報をインターネット上の「ムスリムフレンドリー京都」に
掲載し、ハラールを求める外国人ムスリム旅行客が行きたいレストランを見つけやすくしてい
る（京都文化交流コンベンションビューロー 2013b）。
2017 年現在、ムスリムフレンドリー店舗は 11 店と、ハラール店舗の 5 店よりほぼ倍の数に
なっているのは、ムスリムフレンドリー店舗が店舗自体は一般客を対象にしているけれど、ハ
ラールメニューをおいているという点で、一般観光客向けの対応のなかでムスリム向けのそれ
がなされているとみなすことができる。
一方、「ハラール」の認定を受けるためにはアルコール飲料の提供はあってはならないので、
店舗の収益を損なわせるものであり、店舗側にとっては認定を躊躇する要因になると思われる。
それでもハラール認証獲得をめざすのは、ムスリム観光客の増加によって収益が見込まれるこ
ととかれらに快適に日本で過ごしてほしいという意図が店舗側にあるからであろう。また顧客
の要求や好みがはっきりしていることから対応策がとりやすいという点もあげられる。
顧客の要求が明確という点では、「ハラール」というキーワードが活用され、ここでも SNS
を使った口コミがムスリム旅行者の間で利用されている。世界的な規模をほこる旅行サイトで
あるトリップアドバイザーのアラビア語版（およびほかの言語）には、「レストラン」検索をす
る場合、食材別のメニューの選択肢のなかに「ハラール」という項目がある（Tripadvisor 2017
参照）10。「京都」を検索すると、この項目にチェックマークが入った、つまりハラール関連の
メニューを提供する店が 21 店登場する。21 店中、最上位のレストランには 2017 年 9 月現在
725 ものコメントが書きこまれており、ハラールに関する料理を提供する店への関心の高さが
伺える。
6.3　衣服
京都市における取組としては、京都で加工し、京都の伝統技法により手で染めた布を用いた
「七宝つなぎ」の柄のヒジャーブ（ムスリム女性が着用するスカーフ）「KYOTO Hijab」（図 4）
が製作・販売されている。京都文化交流コンベンションビューローが伝統産業事業者と日本に
留学するムスリム女性と連携し、2014 年に開発した製品である。素材とデザインに京都らしさ
を盛り込みつつ、外国人ムスリム女性の好みやヒジャーブの用途を研究し、モデルにもムスリ
ム女性を起用している。ヒジャーブ着用のムスリム女性にとってヒジャーブは外出には欠かせ
ないものである。イスラームの伝統を尊重し、京都の雰囲気をあしらった製品の開発・販売を
行っているといえるであろう。ここでも顧客の求めているものがはっきりしているので、製品
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開発も的をしぼってできるという利点がみえる（京都文化交流コンベンションビューロー 
2014）。
ほかには近年外国人観光客の間で人気が高まっている着物レンタル店における取組もある。
京都市内にある着物レンタル店（図 5）（夢館 2017 年参照）では、客が着けているヒジャーブ
の色や柄にあう着物・浴衣を選び、ムスリム女性に着付け（図 6）を行ったり、マレー語によ
るパンフレットを作成したりしている。
図 4　6色の「KYOTO Hijab」
図 5　着物レンタル店にあるレンタル用着物
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着物は日本の伝統衣服であるが、身体の大部分を覆い、身体の線をはっきりと出さないとい
う点でヒジャーブや長衣といったイスラーム服と類似の特徴を備えている。この点で着物（浴
衣を含む）の着用は、ムスリム女性にとってイスラームの義務を守りながら、日本の伝統文化
を体験できる活動であると考えられる。ヒジャーブをつけたままでも着物をまとえるので、イ
スラームの規範を尊重しながらも京都独自の服飾文化やおしゃれを楽しめるような工夫がされ
ている。
7．京都における外国人ムスリム観光客受入の取組の特徴
5章と 6章で整理してきたことを総括すると、京都における取組には次の特徴が見られる。主
に公的機関（京都文化交流コンベンションビューロー）と観光産業従事者（旅行代理店、民間
業者・店舗を含む）の協力によって進められていること、ムスリム向けの対応が一般観光客へ
の対応のなかに組み込まれていること、京都の伝統産業を活かしながらイスラームの規範に
則った顧客のニーズに応えようとしていること、非イスラーム国である環境から、礼拝所の数
の少なさ、ハラール認証店舗の少なさという弱点を、オンラインによる情報提供や顧客のニー
ズに見合ったサービスの提供などによるホスピタリティによって補っていること（安田 2014: 
53）である。
図 6　着物レンタル店で着付けを終えたムスリム女性
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8．おわりに
本稿の研究目的は、京都市における外国人ムスリム旅行者数の推移を調査し、行政や公的機
関および民間によるムスリム観光客への取組の特徴をあきらかにすることであった。外国人ム
スリム旅行者数については、2014 年から 2016 年にかけて、インドネシア、マレーシアにくわ
え、アラブ・中東諸国からの京都への訪問人数が増加していることが確認された。京都におけ
るムスリム観光客受入の取組としては、京都文化交流コンベンションビューローを中心とした
公的機関のアクティブな動きが、ウェブサイトでの情報公開、イスラームやハラールに関する
勉強会実施を通して、民間の観光事業者の活動と連携しながら、それらの活動を支援している
といえる。オンライン上の礼拝所やハラール飲食店に関する情報は、ムスリム観光客にとって
は活動のための有益なリソースとなっていると考えられる。京都の独自の文化を打ちだしつつ
イスラームの規定にそったニーズを融合させた観光事業者による取組や相手の欲求に応えるホ
スピタリティによって、礼拝所の不足など、まだまだ整備が必要と思われる環境面での弱さを
補っていると推測される。京都へのムスリム観光客増加については、ムスリムがストレスなく
安心して観光活動を楽しめるよう、観光利益を追求しながらも行政・民間が顧客の立場にたっ
たホスピタリティを提供しようと力を合わせて努力していることが要因の 1 つと考えられるで
あろう。
将来、より多くのムスリム観光客を受け入れていくためには、礼拝所やハラール飲食店を街
中や観光施設などに増やしていくことが求められる。具体的には、以下のような方法があげら
れる。飲食店や施設の空きスペースを礼拝用にしつらえてもらうよう事業者・施設関係者に働
きかける、イスラームやハラールに関する理解をムスリムガイドブックの配布や勉強会を通じ
て彼らに深めてもらう、ツアーであれば、礼拝所やハラール飲食店に立ち寄るプログラムを組
み込む、またそれらムスリム対応を行っている店や礼拝所の情報の発信を英語等の外国語を用
い、オンラインや SNS 上で、個人で旅行している外国人ムスリム観光客に対し、積極的に行っ
ていくこと、飲食店などのメニューで、豚肉やアルコールの使用について外国語や絵を用いて
表示することなどである。
今後の研究課題としては、調査対象である公的機関および民間の事業者の数を拡大すること
や日本のほかの地域と比較分析を行うこと、そして外国人ムスリム観光客らの反応をアンケー
トやインタビュー調査によって解明することがあげられる。また本稿では注視しなかった京都
におけるムスリム向け宿泊施設についてもより詳細な調査が求められる。京都における外国人
ムスリム観光客受入の態勢や彼らのニーズを継続・拡大して調査し、対応を強化していくこと
で、観光都市京都における人々のイスラーム理解が深まり、地域の人々とムスリム間での交流
がさらに活発になることを期待したい。
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注
１　マレーシア国民については 2013 年 7 月 1 日以降、インドネシア国民については 2014 年 12 月 1 日以降、
IC 旅券所持者に対し、日本入国（短期滞在）に際して、ビザ免除措置が実施されている（観光庁参事
官 2016: 15）。
２　イエメンについては、2014 年 12 月に JICA の研修でイエメン政府高官一行が来日しており、政府高官
による講演会も JICA 本部で開催された。イエメンは 2015 年から内戦が始まった。リビアについては、
2011 年から内戦が勃発したが、2014 年後半からそれぞれが樹立を宣言した 2 つの政府の対立が激化、
またこの政治的混乱に乗じて 2014 年 10 月に過激派組織 IS（Islamic State）分派がリビアに拠点をお
くなど、IS がリビア内で勢力を拡大したことが 2015 年より鮮明になり、政府の分裂状態に拍車をかけ
た。このようなイエメンとリビアの状況が、2014 年と比較した 2015 年、2016 年における両国からの
訪日数の減少に影響しているかもしれない。
３　京都文化交流コンベンションビューローとは、同ビューローウェブサイトによると、京都府・京都市・
京都商工会議所等が出資し、300 法人・団体の賛助会員によって構成されている非営利の公的機関であ
る。
４　たとえば 2016 年 9 月より（関西国際空港には 2011 年 11 月に乗り入れたエアアジア X につづき第 2 の
LCC である）Firefly がマレーシア航空とのコードシェアでマレーシアから成田国際空港と関西国際空
港へ直行便乗り入れを開始している（Malaysia Guide 2016）。
５　このハラーム（禁止）は豚由来の酵素やたんぱく質にまで及び、食品のみならず化粧品、製薬、革製
品、洋服ブラシにまで拡大する（佐々木 2014: 30）。
６　現在のイスラーム諸国では対応が厳しい国もあればそうでない国もある（青柳 2007: 221）。
７　サラート（アラビア語で「礼拝」の意）はイスラームの唯一神であるアッラーの崇拝の一形式であり、
祈願よりもアッラーを賛美することが主目的であるので、「祈祷」室というよりも「礼拝」と訳すこと
がふさわしい。
８　図 1 を含め、本稿のすべての図にある写真は筆者による撮影である。
９　使用されていない時は施錠されている。
10　トリップアドバイザーの食材別メニュー項目にはほかに「ベジタリアン（菜食主義者）」「ビーガン（純
粋菜食主義者）」「グルテンフリー（穀類に含まれるたんぱく質をとらない）」があり、宗教的な配慮と
いうより、食習慣上の配慮と同一におかれているのは興味深い。
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